
意見募集案件 北広島市営住宅条例の一部改正 (暴力団員の排除) 

担当課 
建設部 建築課 

電話 011-372-3311 内 755 

意見募集期間 平成 21 年 10 月 1 日（木）から平成 21 年 11 月 2 日（木）まで 

原案の公表場所

（閲覧・配布） 

◇市役所案内及び各出張所 ◇北広島市団地住民センター ◇エルフィンパーク 

◇中央公民館 ◇芸術文化ホール ◇図書館 ◇大曲ふれあい学習センター 

◇市ホームページ ◇広報きたひろしま 10 月 1 日号（概要のみ）  

意見の提出方法 ・

提出先 

・書面（様式自由）による提出 

・持参、郵送、ファクシミリ、電子メールのいずれか 

・意見提出者は、住所・氏名を記入のこと（住所・氏名の公表は行いませんが、記

入のない意見には回答できない場合があります。） 

建設部 建築課 

郵便番号 061-1192 （住所不要） 

電話 011-372-3311 ファクシミリ 011-372-0840 

電子メールアドレス： ken@city.kitahiroshima.lg.jp 

検討結果の公表予

定時期 

平成 21 年 12 月頃 

意見の内容や意見に対する市の考えなどを広報きたひろしま、市ホームページで

公表します。 

対象となる政策等

の内容 

（１） 案を作成した趣旨、目的、理由 

平成１９年に東京都営住宅で発生した暴力団員の立てこもり発砲事件をきっかけ

に、公営住宅から暴力団員を排除する動きが全国的に広まっています。 

暴力団員が市営住宅を使用することは、市営住宅の本来の目的を大きく損なうこと

になります。 

条例の改正は、市営住宅における暴力団員の不法・不当行為等を防止し、入居者

や周辺住民の安全と平穏のため、暴力団員の入居制限などを定めるものです。 

（２） その案件の決定内容（案）の骨子（条例改正の概要） 

①入居資格に「入居者および同居者が暴力団員でないこと」を加える。 

②新たに同居させようとする者や入居を承継しようとする者、駐車場を使用しようと

する者が暴力団員であるときは、承認または許可しない。 

③入居者が暴力団員であることが判明して市営住宅の管理上必要な場合は住宅

を明け渡すよう勧告し、勧告に従わないときは明渡しを請求する。 

④上記の制限の実施にあたり、警察署に入居申込者や入居者・同居者が暴力団

員でないかの意見を聴く。 

（３） その案の根拠となる法令の規定 

・公営住宅法(昭和 26 年法律第 193 号) 

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3 年法律第 77 号) 
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・公営住宅における暴力団排除について(国土交通省通知概要)  

（４） 案を処理したときに生じる可能性のある市民生活への影響（検討の論点等） 

・市営住宅入居者および周辺住民の生活の安全性向上 

・住宅困窮者への適正な市営住宅の提供 

対象となる政策等

の原案 
北広島市営住宅条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

その他 

・個人情報の提供 

条例改正に伴う個人情報の警察への提供については、北広島市個人情報保護

審査会での審査の結果、妥当である旨の答申を得ています。 

・パブリックコメント後のスケジュール 

条例改正は平成 22年第 1 回定例市議会に提案し、施行は平成 22 年 4 月 1日を

予定しています。 

 


